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平成 25年５月 23日 

各  位 

会 社 名 １ｓｔホールディングス株式会社 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長 内 野 弘 幸 

 （ コー ド： 3 6 4 4 、東証 第二 部 ） 

問合せ先 執 行 役 員 福 原 茂 喜 

 （ T E L . 0 3 - 5 9 6 2 - 7 4 0 0 ） 

 

 

親会社、主要株主である筆頭株主および主要株主の異動に関するお知らせ 
 

 今般、平成 25年５月 30日付けで、当社の親会社、主要株主である筆頭株主および主要株主に異動が生

じることとなりますので、下記のとおりお知らせいたします。 

 
記 

 

１．異動が生じる経緯 

 モノリスホールディングス株式会社（以下「モノリスホールディングス」といいます。）は、平成 25

年４月５日に、当社普通株式および本新株予約権に（注１）対する公開買付け（以下「本公開買付け」と

いいます。）を行う旨を公表いたしました。本公開買付けは、平成 25 年４月８日から平成 25 年５月 22

日まで実施され、本日、モノリスホールディングスより、本公開買付けの結果について、当社の普通株式

30,234,165 株および本新株予約権 400,000 個の応募があった旨の報告を受けました。 

この結果、平成 25年５月 30 日（本公開買付けの決済の開始日）付でモノリスホールディングスの当社

の総株主の議決権に対する所有割合が 50％超となるため、モノリスホールディングスは、新たに当社の親

会社および主要株主である筆頭株主に該当することとなります。 

また、当社の主要株主であり筆頭株主である投資事業有限責任組合アドバンテッジパートナーズエム・

ビー・アイファンド三号は、その所有する当社普通株式の全てについて本公開買付けに応募した結果、当

社の主要株主である筆頭株主に該当しないこととなります。そのほか、当社の主要株主である日本電気株

式会社および AP Cayman Partners I, L.P.につきましても、その所有する当社普通株式の全てについて本

公開買付けに応募した結果、当社の主要株主に該当しないこととなります。 

（注１）本新株予約権とは、以下の新株予約権をいいます。 

(a) 平成 17 年２月 10 日開催の当社臨時株主総会および平成 17 年２月 10 日開催の当社取

締役会の決議に基づき発行された第１回Ｂ種新株予約権 

(b) 平成 18 年７月 10 日開催の当社臨時株主総会および平成 18 年７月 10 日開催の当社取

締役会の決議に基づき発行された第１回Ｄ種新株予約権 

(c) 平成 18 年７月 10 日開催の当社臨時株主総会および平成 18 年７月 10 日開催の当社取

締役会の決議に基づき発行された第１回Ｅ種新株予約権 

(d) 平成 21 年９月 15 日開催の当社臨時株主総会および平成 22 年４月 23 日開催の当社取

締役会の決議に基づき発行された第２回新株予約権 

(e) 平成 23 年５月 27 日開催の当社定時株主総会および平成 23 年６月 10 日開催の当社取

締役会の決議に基づき発行された第３回新株予約権 

(f) 平成 24 年５月 30 日開催の当社定時株主総会および平成 24 年６月 13 日開催の当社取

締役会の決議に基づき発行された第４回新株予約権 
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２．異動する株主の概要 

 （１）新たに親会社および主要株主である筆頭株主に該当することとなる株主の概要 

（１） 名 称 モノリスホールディングス株式会社 

（２） 所 在 地 東京都千代田区丸の内一丁目 11 番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 内野 弘幸 

（４） 事 業 内 容 
当社の株式を取得および保有し、本公開買付け後に当社の事業活動を支

配し、管理することを主たる事業の内容としております。 

（５） 資 本 金 1,000,000 円（注１） 

（６） 設 立 年 月 日 平成 24年 11月 15 日 

（７） 純 資 産 761,381円（平成 25年 2月 28 日現在） 

（８） 総 資 産 1,000,058 円（平成 25年 2月 28 日現在） 

（９） 大株主および持株比率 内野弘幸  100.00％（注２） 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 株 主 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 

モノリスホールディングスの代表取締役である内野弘

幸氏は、当社の代表取締役社長を兼務しております。

また、内野弘幸氏は、モノリスホールディングスの議

決権の 100％を保有しております。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

（注１）モノリスホールディングスによれば、資本金の額は、平成 25年５月 24日をもって、6,001,000,000

円に変更となる見込みとのことです。 

（注２）モノリスホールディングスによれば、モノリスホールディングスの大株主および持株比率は、

平成 25年５月 24日をもって、以下のように変更となる見込みです。 

内野弘幸 51.14％ 

OPI2002投資事業組合 48.86％ 

 

 （２）主要株主である筆頭株主に該当しないこととなる株主の概要 

（１） 名 称 
投資事業有限責任組合アドバンテッジパートナーズエム・ビー・アイフ

ァンド三号 

（２） 所 在 地 東京都港区虎ノ門四丁目１番 28 号虎ノ門タワーズオフィス１７階 

（３） 代表者の役職・氏名 無限責任組合員 株式会社エイ・ピー・エム 代表取締役 笹沼泰助 

（４） 事 業 内 容 投資事業 

 

 （３）主要株主に該当しないこととなる株主の概要 

（１） 名 称 日本電気株式会社 

（２） 所 在 地 東京都港区芝五丁目７番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 執行役員社長 遠藤信博 

（４） 事 業 内 容 製造業 

（５） 資 本 金 397,199百万円 

 

（１） 名 称 AP Cayman Partners I, L.P. 

（２） 所 在 地 
P.O. Box 309GT, Ugland House, South Church Street, George Town, 

Grand Cayman, Cayman Island 

（３） 代表者の役職・氏名 

General Partner Cayman Capital Management L.P. 

General Partner Cayman Capital Management, Inc. 

Director Douglas R. Stringer 

（４） 事 業 内 容 投資事業 
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３．異動前後における当該株主等の所有する議決権の数および議決権所有割合等 

 （１）モノリスホールディングス株式会社 

 属性 
議決権の数（議決権所有割合） 

直接所有分 合算対象分 合 計 

異動前 － － － － 

異動後 
主要株主である筆頭株主

および親会社 

302,341 個 

（98.11％） 
－ 

302,341個 

（98.11％） 

 

 （２）投資事業有限責任組合アドバンテッジパートナーズエム・ビー・アイファンド三号 

 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の 

数に対する割合※ 
大株主順位 

異  動  前 

（平成 25年２月 28日現在） 

65,991個 

（6,599,184 株） 
21.41％ 第１位 

異  動  後 － － － 

 

 （３）日本電気株式会社 

 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の 

数に対する割合※ 
大株主順位 

異  動  前 

（平成 25年２月 28日現在） 

31,331個 

（3,133,108 株） 
10.17％ 第２位 

異  動  後 － － － 

 

 （４）AP Cayman Partners I, L.P. 

 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の 

数に対する割合※ 
大株主順位 

異  動  前 

（平成 25年２月 28日現在） 

31,220個 

（3,122,045 株） 
10.13％ 第３位 

異  動  後 － － － 

 

（注）議決権の所有割合は、平成 25 年２月 28 日現在の総株主の議決権の数（308,160 個）を基準に算

出し、小数点第３位以下を四捨五入して表示しております。 

 

４．異動予定年月日 

平成 25年５月 30日（本公開買付けの決済の開始日） 

 

５．今後の見通し 

モノリスホールディングスは、本公開買付けにより当社の発行済普通株式（但し、当社が所有する自己

株式を除きます。）および本新株予約権の全てを取得することができなかったことから、平成 25 年４月

５日付｢ＭＢＯの実施及び応募の推奨に関するお知らせ｣に記載のとおり、以下に述べる方法により、当社

の株主をモノリスホールディングスのみとする手続（以下、「本非公開化手続」といいます。）を実施す

ることを予定しているとのことです。 

なお、本非公開化手続については、関係法令についての当局の解釈、本公開買付け後のモノリスホール

ディングスおよびモノリスホールディングス以外の当社株主の普通株式の所有状況等により、概ね同等の

効果を有する他の方法に変更する可能性があるとのことです。但し、その場合でも、本公開買付けに応募

されなかったモノリスホールディングス以外の当社株主に対しては、最終的に金銭を交付する方法が採用

される予定であり、その場合に当社の各株主に交付されることになる金銭の額についても、本公開買付け

における普通株式の買付け等の価格に当該各株主が所有していた当社の普通株式の数を乗じた価格と同

一となるよう算定される予定とのことです。 
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① 本全部取得手続 

 当社は、本公開買付けが成立したことを受けて、モノリスホールディングスの要請により、当社の株

主をモノリスホールディングスのみとする手続（以下、「本全部取得手続」といいます。）を実施するこ

とを予定しております。 

 具体的には、モノリスホールディングスは、（i）当社において普通株式とは別の種類の株式を発行で

きる旨の定款変更を行うこと、（ii）当社の発行する全ての普通株式に全部取得条項（会社法第 108条第

１項第７号に規定する事項についての定めをいいます。以下同じです。）を付す旨の定款変更を行うこと、

および（iii）当該普通株式の全部（当社が保有する自己株式を除きます。）の取得と引き換えに別の種

類の当社株式を交付することに係る付議議案を含む株主総会（以下、「本株主総会」といいます。）を開

催することを当社に要請する予定とのことです。また、上記(i)が本株主総会にて決議され、上記(i)に係

る定款変更の効力が発生すると、当社は会社法の規定する種類株式発行会社となりますが、上記(ii)に係

る定款変更の効力を生じさせるためには、会社法第 111 条第２項第１号に基づき、上記(ii)に係る本株主

総会の決議に加えて、株式の内容として全部取得条項が付されることになる普通株式の種類株主を構成員

とする種類株主総会の決議が必要となるため、モノリスホールディングスは、本株主総会の開催日と同日

を開催日としかつ上記(ii)に係る定款変更を行うことに係る付議議案を含む上記種類株主総会（以下、

「本種類株主総会」といいます。）を開催することを当社に要請する予定です。なお、モノリスホールデ

ィングスは、本株主総会および本種類株主総会において上記各議案が上程された場合には、これら各議案

に賛成する予定とのことです（なお、本プレスリリースは、本株主総会および本種類株主総会における当

社の株主の賛同を勧誘するものでは一切ありません。）。 

 上記の各手続が実行された場合、当社の発行する全ての普通株式は全部取得条項が付された上で、全て

（当社が保有する自己株式を除きます。）当社に取得されることとなり、当社の株主（当社を除きます。）

には当該取得の対価として別の種類の当社株式が交付されることになりますが、交付されるべき当該別の

種類の当社株式の数が１に満たない端数となる当社の株主に対しては、会社法第 234条その他の関係法令

の定める手続に従い、当該端数の合計数（合計数に端数がある場合には、当該端数は切り捨てられます。）

に相当する当該別の種類の当社株式を売却すること等によって得られる金銭が交付されることになりま

す。なお、当該売却の結果、上記当社の株主に交付される金銭の額は、本公開買付けにおける普通株式の

買付け等の価格に当該各株主が所有していた当社の普通株式の数を乗じた価格と同一となるよう算定さ

れる予定です。また、全部取得条項が付された普通株式の取得の対価として交付する別の種類の当社株式

の内容および数は、本日現在未定ですが、モノリスホールディングスは、当社の株主がモノリスホールデ

ィングスのみとなるようにするため、モノリスホールディングス以外の当社の株主に交付しなければなら

ない当該別の種類の当社株式の数が１に満たない端数となるよう、当社に決定させる予定とのことです。 

 モノリスホールディングスは、当社に対して、原則として、平成 25年 10 月までに、本全部取得手続を

完了するよう要請する予定とのことです。 

 なお、上記各手続に関連する少数株主の権利保護を目的とした会社法の規定として、上記(iii)の全部

取得条項が付された当社の普通株式の全部の取得が本株主総会において決議された場合には、会社法第

172 条その他の関係法令の定めに従って、株主は当該株式の取得の価格の決定の申立てを行うことができ

る旨が定められています。この方法による場合、１株当たりの取得価格は、最終的には裁判所が判断する

ことになります。なお、上記(ii)の定款変更に関連して、会社法第 116 条および第 117条その他の関係法

令の定めに従い、株主はその保有する株式の買取請求を行うことができ、裁判所に買取価格の決定を求め

る申立てを行うことができますが、全部取得条項による取得の効力が生じたときは、会社法第 117条第２

項の買取価格決定の申立適格を欠くと判断される可能性があります。 

 モノリスホールディングスは、本公開買付けにより当社の本新株予約権の全てを取得できず、かつ本公

開買付け後も本新株予約権が行使されずに残存している場合には、上記①の手続と併せ、当社に対して、

本新株予約権の放棄の勧奨、本新株予約権の取得等、本取引の実行に合理的に必要な手続等を要請する予

定とのことです。 

 本株主総会および本種類株主総会の具体的な手続および開催時期（なお、現時点では、本公開買付けの

決済の完了後３ヶ月以内を目処に開催予定です。）等については、モノリスホールディングスと協議の上、

決定次第、当社が速やかに公表する予定です。 

 

② 合併 

 モノリスホールディングスは、本全部取得手続の実施後、当社との間で、モノリスホールディングスを

存続会社、当社を消滅会社とする合併を行う予定とのことです。 
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当社普通株式は、本日現在、東京証券取引所市場第二部に上場しておりますが、上記のとおり、モノリ

スホールディングスは、本公開買付けが成立したことを受けて、本全部取得手続を行うことを予定してお

りますので、その場合には、当社普通株式は、株式会社東京証券取引所の上場廃止基準に従い、所定の手

続を経て上場廃止となります。なお、当社普通株式が上場廃止となった場合は、当社普通株式を東京証券

取引所において取引することはできなくなります。 

 

６．開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無等 

今回の異動により、モノリスホールディングスは当社の非上場の親会社等として開示対象となります。 

 

 

 

以  上 

 
 
 

 


